
1

余裕期間制度に係るＱ＆Ａ

Ｑ１ 余裕期間とは、どのような期間ですか。

余裕期間とは、請負契約締結の翌日から現場着手日の前日までの期間を指し、

工事の円滑な施工体制の確保を図るため、事前に労働者の確保や現場に搬入し

ない資材等の準備などを行うことができる期間です。

本市が発注する工事の余裕期間は、120 日以内の範囲で、原則として、30 日、

60 日、90 日、120 日の中から設定します。

Ｑ２ 余裕期間中の主任技術者等や現場代理人の配置はどうなりますか。

余裕期間内は、現場代理人および技術者等（主任技術者、監理技術者）の配置

は必要ありません。

Ｑ３ 主任技術者等や現場代理人は、いつ配置しなければいけませんか。

現場代理人および技術者等は、現場着手日から配置しなければなりません。

Ｑ４ 余裕期間設定工事で、受注者の都合により余裕期間をとらないこと（契約

締結日の翌日を現場着手日とすること）はできますか。

現場着手日は受注者が余裕期間内で任意に選定できますので、余裕期間をと

らないで現場着手日を設定することも可能です。

ただし、そのような場合でも、「現場着手日報告書」を提出のうえ、工期末を

定めての契約となります。

Ｑ５ 余裕期間設定工事において、契約締結後に現場着手日を変更することは

可能ですか。

契約締結後において、余裕期間内に受注者の準備が整った場合は、変更理由等
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を記載した書面により監督職員と協議の上、変更することは可能です。

Ｑ６ 「実工期」は変更できないとなっていますが、通常、様々な理由により工

期を延長することがあります。余裕期間設定工事であっても、現場着手日後に工

事の完了日を変更することは可能ですか。

一般的な工事と同様です。

Ｑ７ 余裕期間内にできること、できないことは何ですか。

余裕期間内は、労働者の確保、現場に搬入しない資材等の準備は行うことがで

きますが、現場代理人および主任技術者、監理技術者等の配置が必要な作業はで

きません。

また、現場着手にあたる作業や現場着手後に行う作業はできません。具体的に

は、以下の例をご参照ください。

【余裕期間内にできる作業の例】

・労働者の確保

・現場に搬入しない資機材の発注・購入

（元請けとして技術的な管理が必要な工場製作は除く）

・現場の下見 ※具体については、Ｑ９を参照

・工事看板等の作成

・上記の作業に係る、関係者との調整

・施工図の作成、構造チェック、数量計算

【余裕期間内にできない作業の例】

・現場事務所の設置

・工事看板等の設置

・現地測量

・現場での埋設物調査、試掘

・支障物件の撤去

・樹木伐採、除草

・丁張の設置、現場の仮囲い

・工場製作工

・現場への資機材の搬入

・発注者（監督職員を含む）との協議
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・工事写真の撮影

・仮設工事

・交通規制 など

Ｑ８ 余裕期間内に労働者の確保ができるとありますが、下請契約はできます

か。

施工体制確保のために、余裕期間内に下請契約はできます。

Ｑ９ 余裕期間内に、下見等のための現場への立ち入りはできますか。

工事の準備行為にあたる作業はできませんが、下見は可能です。現場着手日の

前日までの間は、発注者と相談して行ってください。

Ｑ10 余裕期間内の現場の管理は、誰が行いますか。

余裕期間内の現場の管理は発注者が行いますので、受注者の現場管理は現場

着手日から発生します。

Ｑ11 現場代理人の常駐および技術者等の専任を要する工事であっても、余裕

期間内は他の工事に従事できますか。

現場代理人および技術者等の専任を要する場合であっても、余裕期間内は現

場代理人および技術者等の配置を要しませんので、他の工事に従事することが

できます。

Ｑ12 配置予定技術者を工事の着手日から配置することができなくなった場合、

技術者の変更はできますか。

配置予定技術者として申請した人物を配置することが原則ですので、工事着

手日に配置できない場合は、一般的な工事と同様に契約解除や指名停止措置を
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講じることがあります。

現場代理人および技術者等の配置は自社の配置状況、受注中の工事等の進捗

状況等を十分に把握した上で行っていただくようお願いいたします。

※病休、死亡および退職等の特殊な場合であって発注者が承認した場合は、こ

の限りではありません。

Ｑ13 余裕期間設定工事であっても、一般的な工事と同様に現場代理人および

技術者等の兼務は可能でしょうか。

一般的な工事と同様、余裕期間設定工事であっても兼務要件を満たせば、現場

代理人、技術者等ともに兼務は可能です。

Ｑ14 契約保証の保証期間は。

契約保証の保証期間については、余裕期間と実工期を合わせた全体工期を含

むものとします。

Ｑ15 工事実績情報システム（CORINS）の登録はどうなりますか。

コリンズの受注時登録については、通常の工事と同様、契約締結後 10 日以内

に登録申請するものとし、工期及び技術者等の従事期間は実工期で登録するも

のとします。

Ｑ16 コリンズ登録時に現場代理人が決定していない場合はどのようにすれば

よいか。

コリンズの受注時登録において、現場代理人を含む技術者登録は必須項目に

なるため、配置予定の現場代理人で受注登録を行い、決定してから変更登録を行

ってください。
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Ｑ17 工事工程表や施工計画書の提出時期は。

通常の工事と同様、工事工程表については契約締結後 14 日以内に、施工計画

書については現場着工前に提出してください。

注）工事工程表には、余裕期間内（現場着手日より前）に準備工等を記入する

ことはできません。

Ｑ18 余裕期間中に工事履行報告書は提出する必要があるか。

通常の工事と同様、工事履行報告書については毎月提出してください。

ただし、現場着手はできませんので、予定工程ならびに実施工程は「０％」と

なります。そのため、備考欄に「余裕期間中」または「現場着手日○月○日」等

を記載することが望ましいです。

Ｑ19 不測の事由が発生し、報告した現場着手日より前に着手する必要が生じ

た場合は。

自然的条件または人為的な施工条件等の変更に伴い、報告した現場着手日よ

り前に現場着手する必要が生じた場合は、受発注者協議のうえ工事打合簿等に

より、発注者は現場着手を指示することができるものとします。なお、その場合、

工期末の変更は行わないものとします。

注）受注者は、現場着手日までに必要な書類等を提出する必要があります。

Ｑ20 不測の事由が発生し、現場着手日に着手できなくなった場合は。

受注者の責によらない事由により、現場着手日に着手できなくなった場合は、

「工事一時中止に係るガイドライン」に基づき適切に対応してください。

なお、余裕期間中は一時中止期間に含みません。


